
小牧市私立幼稚園就園奨励費補助金交付要綱 

平 成 ２ １ 年 ４ 月 １ 日 

２１小教学第２６２号 

（通則） 

第１条 小牧市私立幼稚園就園奨励費補助金（以下「補助金」という。）の交

付については、市費補助金等の予算執行に関する規則（昭和３４年小牧市規

則第３号。以下「規則」という。）の定めによるほか、この要綱の定めると

ころによる。 

（趣旨） 

第２条 この要綱は、私立幼稚園を設置している者（以下「設置者」とい

う。）が園児の入園料及び保育料（以下「保育料等」という。）の減免をす

る場合又は小牧市に住所を有する保護者と生計を一にする保護者の実子、養

子等のうち、出生順が３番目以降であり、かつ園児であるもの（第５条第２

項及び第６条第２項において「第３子以降の園児」という。）を私立幼稚園

に就園させている保護者が支払う保育料等を無償とする場合に小牧市が行う

補助金の交付について、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第３条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。 

(1) 私立幼稚園 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）の規定に基づき許

可を受けて設置された私立幼稚園（子ども・子育て支援法（平成２４年法

律第６５号）第２７条第１項に規定する市長の確認を受けた幼稚園を除

く。） 

(2) 園児 小牧市に住所を有し、かつ、私立幼稚園に就園する４月１日現在

の満年齢が３歳から５歳までの幼児及び満年齢が３歳の幼児で翌年度の４

月を待たずに年度途中から幼稚園に入園するもの 

（補助金の種類） 

第４条 補助金の種類は、次のとおりとする。 

 (1) 私立幼稚園就園奨励費補助金 

 (2) 私立幼稚園就園奨励費（第３番目以降の児童）補助金 

（補助の対象） 

第５条 私立幼稚園就園奨励費補助金は、園児の保育料等の減免をする設置者

に対して交付するものとする。 



２ 私立幼稚園就園奨励費（第３番目以降の児童）補助金は、保護者が当該補

助事業年度の４月１日現在第３子以降の園児を就園させている幼稚園の設置

者に対して交付するものとする。 

（補助金の額） 

第６条 私立幼稚園就園奨励費補助金の額は、別表のとおりとする。 

２ 私立幼稚園就園奨励費（第３番目以降の児童）補助金の額は、私立幼稚園

に在園する第３子以降の園児の保育料等から、補助金を交付する年度の私立

幼稚園就園奨励費補助金の額を控除して得た額とする。 

（保育料等減免措置に関する調書の提出） 

第７条 私立幼稚園就園奨励費補助金の交付を受けようとする設置者は、保育

料等減免措置に関する調書（様式第１）を、私立幼稚園就園奨励費（第３番

目以降の児童）補助金の交付を受けようとする設置者は、第３番目以降の児

童に係る保育料等減免措置に関する調書（様式第２）を補助金の交付を受け

ようとする年度の７月３１日までに市長に提出しなければならない。ただし、

市長が特に必要があると認めるときは、同日後で市長が指定する日までに提

出することができるものとする。 

２ 前項の調書を提出した設置者は、当該年度の途中に園児が入園した場合は、

途中入園者報告書（様式第３）を、退園した場合は途中退園者報告書（様式

第４）を速やかに市長に提出しなければならない。 

（交付の申請） 

第８条 私立幼稚園就園奨励費補助金の交付を受けようとする設置者は、補助

金の交付を受けようとする年度の１月１５日までに、幼稚園就園奨励費補助

金交付申請書（様式第５）に幼稚園就園奨励費補助金に係る事業計画書（様

式第６）を添付して市長に提出しなければならない。ただし、市長が特に必

要があると認めるときは、同日後で市長が指定する日までに提出することが

できるものとする。 

２ 私立幼稚園就園奨励費（第３番目以降の児童）補助金の交付を受けようと

する設置者は、補助金の交付を受けようとする年度の１月１５日までに、幼

稚園就園奨励費（第３番目以降の児童）補助金交付申請書（様式第７）に幼

稚園就園奨励費（第３番目以降の児童）補助金に係る事業計画書（様式第

８）を添付して市長に提出しなければならない。ただし、市長が特に必要が

あると認めるときは、同日後で市長が指定する日までに提出することができ

るものとする。 



（決定通知） 

第９条 市長は、規則第５条の規定により補助金の交付を決定したときは、幼

稚園就園奨励費補助金交付決定通知書（様式第９）又は幼稚園就園奨励費

（第３番目以降の児童）補助金交付決定通知書（様式第１０）により決定の

内容を補助金の交付の申請をした設置者に通知するものとする。 

（計画変更等） 

第１０条 設置者は、補助金の内容を変更し、又は補助事業を中止し、若しく

は廃止しようとするときは、速やかに幼稚園就園奨励費補助金変更等承認申

請書（様式第１１）又は幼稚園就園奨励費（第３番目以降）補助金変更等承

認申請書（様式第１２）を市長に提出し、その承認を受けなければならない。 

２ 前条の規定は、前項の申請があった場合に準用する。この場合において、

幼稚園就園奨励費補助金交付決定通知書（様式第９）は幼稚園就園奨励費補

助金変更決定通知書（様式第１３）と読み替え、幼稚園就園奨励費（第３番

目以降の児童）補助金交付決定通知書（様式第１０）は幼稚園就園奨励費

（第３番目以降の児童）補助金変更交付決定通知書（様式第１４）と読み替

えるものとする。 

（減免措置方法報告） 

第１１条 第９条の通知を受けた設置者は、保育料等の減免措置方法報告書

（様式第１５）を補助金の交付を受けようとする年度の１月３１日までに市

長に提出しなければならない。ただし、第８条第１項ただし書及び同条第２

項ただし書の規定により、提出期日後に提出された申請書に係る報告につい

ては、市長が別に指定する日までに提出しなければならない。 

（実績報告書） 

第１２条 補助金の交付の決定を受けた設置者は、減免措置を完了した後１５

日以内又は当該補助金の交付の決定を受けた年度の３月３１日までのいずれ

か早い日までに幼稚園就園奨励費補助金実績報告書（様式第１６）又は幼稚

園就園奨励費（第３番目以降の児童）補助金実績報告書（様式第１７）を市

長に提出しなければならない。 

（補助金の交付） 

第１３条 補助金の交付の決定を受けた設置者は、補助金の請求をしようとす

るときは、規則第１３条の通知を受けた日から起算して２０日以内に幼稚園

就園奨励費補助金交付請求書（様式第１８）又は幼稚園就園奨励費（第３番

目以降の児童）補助金交付請求書（様式第１９）を提出するものとする。た



だし、最終請求日は、交付決定を受けた翌年度の４月３０日とする。 

２ 補助金は、幼稚園就園奨励費補助金交付請求書又は幼稚園就園奨励費（第

３番目以降の児童）補助金交付請求書を受け取った日から起算して３０日以

内に交付するものとする。 

（証拠書類） 

第１４条 補助金の交付を受けた設置者は、保育料等の減免をしたことを明ら

かにした保育料等の減免確認書（様式第２０）を５年間保存しておかなけれ

ばならない。 

２ 市長は、必要と認めるときは、前項の書類の提出を求めることができる。 

   附 則 

１ この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。 

２ 小牧市私立幼稚園就園奨励費(３番目以降の児童)補助金交付要綱( 平 成 

 １４年４月１日１４小教学第４－８号)は、廃止する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２２年５月１９日から施行し、改正後の小牧市私立幼稚

園就園奨励費補助金交付要綱の規定は、平成２２年度以後の年度分の予算に

係る補助金について適用する。 

   附 則 

１ この要綱は、平成２３年５月１６日から施行し、改正後の小牧市私立幼 

 稚園就園奨励費補助金交付要綱（以下「新要綱」という。）の規定は、平 

 成２３年度以後の年度分の予算に係る補助金について適用する。 

２ この要綱の施行の際現に改正前の小牧市私立幼稚園就園奨励費補助金交 

 付要綱の規定に基づいて作成されている用紙は、新要綱の規定にかかわら 

 ず、当分の間、使用することができる。 

   附 則 

１ この要綱は、平成２４年５月１８日から施行する。 

２ 改正後の小牧市私立幼稚園就園奨励費補助金交付要綱の規定は、平成２４

年度以後の年度分の予算に係る補助金について適用する。 

附 則 

１ この要綱は、平成２５年６月１１日から施行する。 

２ 改正後の小牧市私立幼稚園就園奨励費補助金交付要綱の規定は、平成２５

年度以後の年度分の予算に係る補助金について適用する。 

   附 則 



１ この要綱は、平成２６年５月２３日から施行する。 

２ 改正後の小牧市私立幼稚園就園奨励費補助金交付要綱の規定は、平成２６

年度以後の年度分の予算に係る補助金について適用する。 

   附 則 

１ この要綱は、平成２７年５月２５日から施行する。 

２ 改正後の小牧市私立幼稚園就園奨励費補助金交付要綱の規定は、平成２７

年度以後の年度分の予算に係る補助金について適用する。 

附 則 

１ この要綱は、平成２８年６月８日から施行する。 

２ 改正後の小牧市私立幼稚園就園奨励費補助金交付要綱の規定は、平成２８

年度以後の年度分の予算に係る補助金について適用する。 

   附 則 

１ この要綱は、平成２９年５月２２日から施行する。 

２ 改正後の小牧市私立幼稚園就園奨励費補助金交付要綱の規定は、平成２９

年度以後の年度分の予算に係る補助金について適用する。 

３ この要綱の施行の際現に改正前の小牧市私立幼稚園就園奨励費補助金交付

要綱の規定に基づいて作成される用紙は、改正後の小牧市私立幼稚園就園奨

励費補助金交付要綱の規定にかかわらず、当分の間、使用することができる。 



別表（第６条関係） 

 １ 市民税所得割課税額が７７,１００円以下の世帯 

       子の順位 

世帯種別 

第１子の園児 第２子の園児 

第３子以降の

園児 

Ⅰ 生活保護世帯 308,000円 308,000円 308,000円 

Ⅱ  市民税非

課税世帯及び

市民税所得割

課税額がない

世帯 

ひ と り 親

世帯等 

308,000円 308,000円 308,000円 

ひ と り 親

世 帯 等 以

外の世帯 

272,000円 308,000円 308,000円 

Ⅲ  市民税所

得割課税額が

７ ７ , １ ０ ０

円以下の世帯 

ひ と り 親

世帯等 

272,000円 308,000円 308,000円 

ひ と り 親

世 帯 等 以

外の世帯 

139,200円 223,000円 308,000円 

 

 ２ 市民税所得割課税額が７７,１００円を超える世帯 

       子の順位 

 

 

 

 

世帯種別 

園児が１人で

ある場合はそ

の者又は園児

が２人以上い

る場合の最年

長者 

小学校３年生

までの兄又は

姉が１人いる

園児 

小学校３年生ま

での兄又は姉が

２人以上いる園

児 

Ⅳ  市民税所得割課税額

が７７,１００円を越え２

１１，２００円以下の世

帯 

62,200円 185,000円 308,000円 

Ⅴ Ⅳ以外の世帯 12,000円 154,000円 308,000円 

 備考１ この表において「市民税所得割課税額」とは、補助金の交付を受け

る年度に納付すべき市民税（当該年度の前年度の１月１日において

本市の住民票が作成されていない場合は、その日に住民票が作成さ

れている市町村の市町村民税をいう。）の所得割課税の額（住宅借

入金等特別控除前の額であって、父母及びそれ以外の扶養義務者



（家計の主宰者である場合に限る。）の全ての者の所得割課税額の

合計額をいう。）をいう。 

   ２ この表において「第１子の園児」とは保護者と生計を一にする保

護者の実子、養子等のうち、最年長であり、かつ、園児であるもの

をいい、「第２子の園児」とは保護者と生計を一にする保護者の実

子、養子等のうち、２番目に年長であり、かつ、園児であるものを

いい、「第３子以降の園児」とは保護者と生計を一にする保護者の

実子、養子等のうち、出生順が３番目以降であり、かつ、園児であ

るものをいう。 

   ３ この表において「ひとり親世帯等」とは、次に掲げるものをいう。 

(1) 母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和３９年法律第１２９号）

第６条第６項に規定する配偶者のない者で現に児童を扶養している

ものの世帯（子ども・子育て支援法第２０条第４項に規定する支給

認定保護者（以下「支給認定保護者」という。）と同一の世帯に属

する場合を除く。） 

(2) 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第４

項の規定により身体障害者手帳の交付を受けた者がいる世帯 

(3) 療育手帳制度要綱（昭和４８年９月２７日厚生省発児第１５６

号）の規定により療育手帳の交付を受けた者がいる世帯 

(4) 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第

１２３号）第４５条第２項の規定により精神障害者保健福祉手帳の

交付を受けた者がいる世帯 

(5) 特別児童扶養手当等の支給に関する法律（昭和３９年法律第１

３４号）に定める特別児童扶養手当の支給対象となる児童がいる

世帯 

(6) 国民年金法（昭和３４年法律第１４１号）に定める国民年金の

障害基礎年金等の受給者がいる世帯 

(7) 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第６条第２項に規定

する要保護者に準ずる程度に困窮していると市長が認めた世帯 

   ４ 当該年度の途中に園児が入退園した場合における補助金の額は、こ

の表に定める額を１５で除して得た額に、当該園児に係る保育料を

納付した月数に３を加えた数を乗じて得た額（１００円未満の端数

は、四捨五入する。）とする。ただし、当該園児に係る入園料を納



付していない場合は、この表に定める額を１２で除して得た額に、

当該園児に係る保育料を納付した月数を乗じて得た額（１００円未

満の端数は、四捨五入する。）とする。 

   ５ 実際の保育料等の支払額が補助額を下回る場合は、当該支払額を補

助金の額とする。



  

保育料等減免措置に関する調書 

番

号 

  
           

 

           

    年  月  日作成 

① 園幼児の氏名（ふりがな） 

男・女 

②在園幼稚園名 

  （              ）    幼稚園 

  
組名   

        年  月   日生 （ 満3歳 ・ 年長 ・ 中 ・ 少 ） 

③入園料               円 ④保育料（年額）               円 

⑤在園幼児の属する世帯の状況 

（ふりがな） 生年月日 

同居・別居 続柄 

氏名 （満年齢） 

（      ） 年 月 日生 

 

本人 

（園児） 
（   歳） 

（      ） 年 月 日生 

同・別 

  

  
（   歳） 

（      ） 年 月 日生 

同・別 

  

  
（   歳） 

（      ） 年 月 日生 

同・別   

（   歳） 

（      ） 年 月 日生 

同・別 

 （   歳） 

（      ） 年 月 日生 

同・別 

 （   歳） 

（      ） 年 月 日生 

同・別 

 

（   歳） 

※保護者がひとり親の場合、該当する□にチェックを入れてください 

□ 離婚 □ 未婚 □死別 □ 別居中 □ その他（       ）  異動年月日（  年  月  日） 

※保護者及び保護者と同一の世帯に属する者が以下に該当する場合、□にチェックを入れてください 

□生活保護の適用  □障害基礎年金受給者（氏名    ） □精神障害者保健福祉手帳（氏名      ） 

□療育手帳（氏名    ） □特別児童扶養手当（氏名     ） □身体障害者手帳（氏名     ） 

上記のとおり申請します。市民税額について市備付けの課税台帳を調査されることに異存はありません。 

（宛先）小牧市長 

⑥在園幼児の

保護者の現住

所・氏名 

現住所   

電

話 

  

氏

名 

             ㊞ 

上記の者は、当幼稚園の在園児であることを証明します。 

       年   月   日 

                            設置者                 印      

（宛先）小牧市長 

市民税課税額 

所得割額 均等割額 

  

様式第１（第７条関係） 

（注）１太枠内のみ記入し、保護者印は必ず朱肉で押印してください。 

   ２「市民税課税額」の欄は、記入しないでください。 

   ３生活保護法(昭和２５年法律第１４４号)の規定による保護を受けている世帯にあっては福祉事

務所長が交付する証明書を、調書を提出する年の１月２日以降に小牧市に転入した世帯及び当

該年の７月１日以降に市民税の修正申告をした世帯にあっては市民税課税(非課税)証明書の写

し又は市民税の納税通知書の写しを添付すること。 

   ４障害基礎年金受給者、精神障害者保健福祉手帳、療養手帳、特別児童扶養手当、身体障害者手

帳の対象者がいる場合は、手帳の写しなど該当していると証明できるものを添付すること。 

 

備考 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。 

 



様式第２（第７条関係） 

  

第３番目以降の児童に係る保育料等減免措置に関する調書 

                         年  月  日作成 

①在園幼児の氏名（ふりがな） 

男・女 

  年  月  日生満（   歳） 

②在園幼稚園名 

幼稚園 

（満3歳 ・ 年長 ・ 中 ・ 少   組） 

③在園幼児の属する世帯の状況 

（ふりがな） 

氏   名 

生年月日 

（満年齢） 

同居・別居 続柄 備     考 

 

 年  月  日生 

（  歳） 

 

本人 

（園児） 

 
 

 

年  月  日生 

（  歳） 

同・別   
 

 

年  月  日生 

（  歳） 

同・別   
 

 

年  月  日生 

（  歳） 

同・別   
 

 

年  月  日生 

（  歳） 

同・別   
 

 

年  月  日生 

（  歳） 

同・別   
 

 

年  月  日生 

（  歳） 

同・別   
 

 

上記のとおり申請します。 

なお、世帯の状況については、市備付けの住民基本台帳を調査されることについて 

異存はありません。 

 

④在園児童の保護者

の現住所・氏名 

現

住

所 

 

電  話 

氏

名 

 

 

上記の者は、当幼稚園の在園児であることを証明します。 

年   月   日 

設置者                 ㊞   

（宛先）小牧市長 

（注）１「児童の属する世帯の状況」欄には、児童と住民基本台帳上世帯を共にするものについ

て記入してください。 

２備考欄は、記入する必要はありません。 

３生活保護法(昭和２５年法律第１４４号)の規定による保護を受けている世帯にあっては 

福祉事務所長が交付する証明書を、調書を提出する年の１月２日以降に小牧市に転入し 

た世帯及び当該年の７月１日以降に市民税の修正申告をした世帯にあっては市民税課 

税(非課税)証明書の写し又は市民税の納税通知書の写しを添付すること。 

備考 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。 

 

 

 

㊞ 



様式第３（第７条関係） 

 

途中入園（転入）者報告書 

  年  月  日 

（宛先）小牧市長 

           設置者 住所 

氏名        ㊞ 

（      幼稚園） 

幼稚園就園奨励費補助金の該当者のうち下記の者が途中入園（転入）しましたので報告し

ます。 

記 

区分 

第１子・第２子・第３子以降 

小学１～３年生のいる 第２子・第３子以降 

年齢 満３歳（年少）・３歳（年少）・４歳（年中）・５歳（年長） 

ふりがな  

園児氏名  

生年月日 年  月  日生まれ 

住所  

保護者氏名  

入園(転入)年月日 年  月  日 

入園料                       円 

保育料 （  ヶ月分）                        円 

合計                       円 

転入前市町村名  

前在園幼稚園名  

（注）１ 保育料等は、入園した日以降、年度末（３月）までの月数と予定額を記

入すること。 

２ 転園はせず、住所のみ市内転入した場合は、小牧市在住期間内の保育料

等を記入すること。 

３ 前在園幼稚園名について、未就園の場合は「未就園」とし、保育園の場

合は保育園名を記入すること。 

４ 保育料等減免措置に関する調書（様式第１）等関係書類を添付すること。 

 

備考 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。 

 

 

 

 

 

 

 



様式第４（第７条関係） 

 

途中退園（転出）者報告書 

 

  年  月  日 

（宛先）小牧市長 

           設置者 住所 

氏名        ㊞ 

（      幼稚園） 

幼稚園就園奨励費補助金の該当者のうち下記の者が途中退園（転出）しましたので報告し

ます。 

記 

区分 

第１子・第２子・第３子以降 

小学１～３年生のいる 第２子・第３子以降 

年齢 満３歳（年少）・３歳（年少）・４歳（年中）・５歳（年長） 

ふりがな  

園児氏名  

生年月日 年  月  日生まれ 

住所  

保護者氏名  

退園(転出)年月日 年  月  日 

入園料                       円 

保育料 （  ヶ月分）                        円 

合計                       円 

転出先市町村名  

転園先幼稚園名  

（注）１ 入園料は、当該年度に支払った場合のみ記入すること。 

２ 転園はせず、住所のみ市外転出した場合は、小牧市在住期間内の保育料

等を記入すること。 

３ 転園先幼稚園名について、保育園の場合は保育園名を記入すること。 

備考 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。 



様式第５（第８条関係） 

 

年  月  日  

 

(宛先)小牧市長 

 

 

              設置者 住所 

 

                  氏名           ㊞ 

 

                  （        幼稚園）  

 

幼稚園就園奨励費補助金交付申請書 

 

  幼稚園就園奨励費補助金を下記のとおり、交付されるよう小牧市私立幼 

稚園就園奨励費補助金交付要綱第８条の規定に基づき、関係資料を添えて 

申請します。 

 

記 

 

 

補助金交付申請額  金           円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。 



幼稚園就園奨励費補助金に係る事業計画書 

 園名（          幼稚園） 

 保育料等減免 

措置階層区分 

人数 

減免額

（円） 

 保育料等減免 

措置階層区分 

人数 

減免額

（円） 

 保育料等減免 

措置階層区分 

人数 

減免額

（円） 

第 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

子 

３ 
 
 

歳 
 
 

児 

生活保護世帯 

  

第 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

子 

３ 
 
 

歳 
 
 

児 

生活保護世帯 

 

(   ) 

 

(       ) 

第 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

３ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

子 

３ 
 
 

歳 
 
 

児 

生活保護世帯 

 

(   ) 

 

(       ) (   ) (       ) 

市民税非課税 

 

(   ) 

 

(       ) 

市民税非課税 

 

(   ) 

 

(       ) 

市民税非課税 

 

(   ) 

 

(       ) 

市民税所得割非課税 

 

(   ) 

 

(       ) 

市民税所得割非課税 

 

(   ) 

 

(       ) 

市民税所得割非課税 

 

(   ) 

 

(       ) 

〈Ⅲ〉 

  

〈Ⅲ〉 

 

(   ) 

 

(       ) 

〈Ⅲ〉 

 

(   ) 

 

(       ) (   ) (       ) 

（Ⅳ） 

  

（Ⅳ） 

 

(   ) 

 

(       ) 

（Ⅳ） 

 

(   ) 

 

(       ) (   ) (       ) 

上記以外 

 

(   ) 

 

(       ) 

上記以外 

 

(   ) 

 

(       ) 

上記以外 

 

(   ) 

 

(       ) 

小  計 

 

(   ) 

 

(       ) 

小  計 

 

(   ) 

 

(       ) 

小  計 

 

(   ) 

 

(       ) 

４ 
 
 

歳 
 
 

児 

生活保護世帯   
４ 

 
 

歳 
 
 

児 

生活保護世帯   
４ 

 
 

歳 
 
 

児 

生活保護世帯   

市民税非課税   市民税非課税   市民税非課税   

市民税所得割非課税   市民税所得割非課税   市民税所得割非課税   

〈Ⅲ〉   〈Ⅲ〉   〈Ⅲ〉   

（Ⅳ）   （Ⅳ）   （Ⅳ）   

上記以外   上記以外   上記以外   

小  計   小  計   小  計   

５ 
 
 

歳 
 
 

児 

生活保護世帯   
５ 

 
 

歳 
 
 

児 

生活保護世帯   
５ 

 
 

歳 
 
 

児 

生活保護世帯   

市民税非課税   市民税非課税   市民税非課税   

市民税所得割非課税   市民税所得割非課税   市民税所得割非課税   

〈Ⅲ〉   〈Ⅲ〉   〈Ⅲ〉   

（Ⅳ）   （Ⅳ）   （Ⅳ）   

上記以外   上記以外   上記以外   

小  計   小  計   小  計   

合     計   合     計   合     計   

 ※３歳児については、（  ）内に満３歳児の内訳を記入してください。 

  

 

備考 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。 

様式第６（第８条関係） 

 



様式第７（第８条関係） 

 

年  月  日  

 

(宛先)小牧市長 

 

 

              設置者 住所 

 

                  氏名           ㊞ 

 

                  （        幼稚園）  

 

幼稚園就園奨励費補助金（第３番目以降の児童）交付申請書 

 

  幼稚園就園奨励費（第３番目以降の児童）補助金を下記のとおり、交付 

されるよう小牧市私立幼稚園就園奨励費補助金交付要綱第８条の規定に基 

づき、関係資料を添えて申請します。 

 

記 

 

 

補助金交付申請額  金           円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。



様式第８（第８条関係） 

 

幼稚園就園奨励費（第３番目以降の児童）補助金に係る事業計画書 

 

（園名） 

年齢 児童氏名 

対象経費 就園奨励 

費補助金 

Ｂ（円） 

３番目以降の 

補助金申請額 

Ｃ（Ａ－Ｂ） 

入園料 

（円） 

保育料（年額） 

（円） 

計 Ａ 

（円） 

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

合                  計  

（注）満３歳児については、年齢に満３歳と記入してください。 

 

備考 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。 



様式第９（第９条関係）     （表） 

                           第     号 

                           年  月  日 

 

           様 

 

                   小牧市長       印  

 

幼稚園就園奨励費補助金交付決定通知書 

 

    年  月  日付けで申請のあった幼稚園就園奨励費補助金について

は、小牧市私立幼稚園就園奨励費補助金交付要綱第９条の規定により下記の

とおり交付することに決定したので通知します。 

 

記 

 

                           幼稚園 

 

交付決定額 

円 

 

保育料等減免措置階層区分 対象人数（人） 補助金の額（円） 

第

 
 

 
 

１

 
 

 
 

子

 

３

歳

児

 

生活保護世帯   

市民税非課税   

市民税所得割非課税   

〈Ⅲ〉   

〈Ⅳ〉   

上記以外   

４

歳

児

 

生活保護世帯   

市民税非課税   

市民税所得割非課税   

〈Ⅲ〉   

〈Ⅳ〉   

上記以外   

５

歳

児

 

生活保護世帯   

市民税非課税   

市民税所得割非課税   

〈Ⅲ〉   

〈Ⅳ〉   

上記以外   

小 計    



     (裏) 

 

保育料等減免措置階層区分 対象人数（人） 補助金の額（円） 

第

 
 

 
 

２

 
 

 
 

子

 

３

歳

児

 

生活保護世帯   

市民税非課税   

市民税所得割非課税   

〈Ⅲ〉   

〈Ⅳ〉   

上記以外   

４

歳

児

 

生活保護世帯   

市民税非課税   

市民税所得割非課税   

〈Ⅲ〉   

〈Ⅳ〉   

上記以外   

５

歳

児

 

生活保護世帯   

市民税非課税   

市民税所得割非課税   

〈Ⅲ〉   

〈Ⅳ〉   

上記以外   

小 計    

 

保育料等減免措置階層区分 対象人数（人） 補助金の額（円） 

第

 
 

 
 

３

 
 

 
 

子

 

３

歳

児

 

生活保護世帯   

市民税非課税   

市民税所得割非課税   

〈Ⅲ〉   

〈Ⅳ〉   

上記以外   

４

歳

児

 

生活保護世帯   

市民税非課税   

市民税所得割非課税   

〈Ⅲ〉   

〈Ⅳ〉   

上記以外   

５

歳

児

 

生活保護世帯   

市民税非課税   

市民税所得割非課税   

〈Ⅲ〉   

〈Ⅳ〉   

上記以外   

小 計    

合 計    

 

備考 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。 



様式第１０（第９条関係） 

第     号 

年  月  日 

 

           様 

 

小牧市長       印  

 

小牧市幼稚園就園奨励費（第３番目以降の児童）補助金交付 

決定通知書 

 

    年  月  日付けで申請のあった幼稚園就園奨励費（第３番目以降

の児童）補助金については、小牧市私立幼稚園就園奨励費補助金交付要綱第

９条の規定により下記のとおり交付することに決定したので通知します。 

 

記 

 

  

児 童 補助対象人員（人） 補 助 金 額（円） 

３歳児   

４歳児   

５歳児   

合 計   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。 



様式第１１（第１０条関係） 

 

年  月  日  

 

(宛先)小牧市長 

 

 

              設置者 住所 

 

                  氏名           ㊞ 

 

                  （        幼稚園）  

 

幼稚園就園奨励費補助金変更等承認申請書 

 

   年 月 日付け第 号で交付決定通知のあった幼稚園就園奨励費補助金

について計画を（変更・中止・廃止）したいので、次のとおり申請します。 

 

記 

 

１ 変更後の補助金申請額  金           円 

 

 ２ 計画変更等の理由 

 

 ３ 計画変更の内容 

 

※ 計画変更の内容は、変更前と変更後の内容が対比できるように作成し、

事業計画書等の資料を添付すること。 

 

 

 

備考 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。 

 

 

 

 

 

 

 



様式第１２（第１０条関係） 

 

年  月  日  

 

(宛先)小牧市長 

 

 

              設置者 住所 

 

                  氏名           ㊞ 

 

                  （        幼稚園）  

 

幼稚園就園奨励費（第３番目以降の児童）補助金変更等承認申請書 

 

   年 月 日付け 第 号で交付決定通知のあった幼稚園就園奨励費（第

３番目以降の児童）補助金について計画を（変更・中止・廃止）したいの 

で、次のとおり申請します。 

 

記 

 

１ 変更後の補助金申請額  金           円 

 

 ２ 計画変更等の理由 

 

 ３ 計画変更の内容 

 

※ 計画変更の内容は、変更前と変更後の内容が対比できるように作成し、

事業計画書等の資料を添付すること。 

 

 

 

備考 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。 

 

 

 

 

 

 



 

様式第１３（第１０条関係）  （表） 

                            

第      号  

                          年  月  日 

           様 

                   小牧市長       印  

 

幼稚園就園奨励費補助金変更交付決定通知書 

 

    年  月  日付け 第 号で交付決定した幼稚園就園奨励費補助金

について、下記のとおり交付することに決定したので通知します。 

 

記 

                           幼稚園 

 

変更後の交付決定額 

円 

 

 

 

保育料等減免措置階層区分 対象人数（人） 補助金の額（円） 

第

 
 

 
 

１

 
 

 
 

子

 

３

歳

児

 

生活保護世帯   

市民税非課税   

市民税所得割非課税   

〈Ⅲ〉   

〈Ⅳ〉   

上記以外   

４

歳

児

 

生活保護世帯   

市民税非課税   

市民税所得割非課税   

〈Ⅲ〉   

〈Ⅳ〉   

上記以外   

５

歳

児

 

生活保護世帯   

市民税非課税   

市民税所得割非課税   

〈Ⅲ〉   

〈Ⅳ〉   

上記以外   

小 計 

 

   

 

 

 

 

 



 

 

 保育料等減免措置階層区分 
対象人数（人） 補助金の額（円） 

第

 
 

 
 

２

 
 

 
 

子

 

３

歳

児

 

生活保護世帯   

市民税非課税   

市民税所得割非課税   

〈Ⅲ〉   

〈Ⅳ〉   

上記以外   

４

歳

児

 

生活保護世帯   

市民税非課税   

市民税所得割非課税   

〈Ⅲ〉   

〈Ⅳ〉   

上記以外   

５

歳

児

 

生活保護世帯   

市民税非課税   

市民税所得割非課税   

〈Ⅲ〉   

〈Ⅳ〉   

上記以外   

小 計    

 

保育料等減免措置階層区分 対象人数（人） 補助金の額（円） 

第

 
 

 
 

３

 
 

 
 

子

 

３

歳

児

 

生活保護世帯   

市民税非課税   

市民税所得割非課税   

〈Ⅲ〉   

〈Ⅳ〉   

上記以外   

４

歳

児

 

生活保護世帯   

市民税非課税   

市民税所得割非課税   

〈Ⅲ〉   

〈Ⅳ〉   

上記以外   

５

歳

児

 

生活保護世帯   

市民税非課税   

市民税所得割非課税   

〈Ⅲ〉   

〈Ⅳ〉   

上記以外   

小 計    

合 計    

備考 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。 

（裏） 



様式第１４（第１０条関係） 

 

第     号 

年  月  日 

 

           様 

 

小牧市長       印  

 

小牧市幼稚園就園奨励費（第３番目以降の児童）補助金変更交付 

決定通知書 

 

  年  月  日付け 第 号で交付決定した幼稚園就園奨励費（第３番目

以降の児童）補助金について、下記のとおり交付することに決定したので通

知します。 

 

記 

 

  

児 童 変更後の補助対象人（人） 変更後の補助金額（円） 

３歳児   

４歳児   

５歳児   

合 計   

 

 

 

 

 

 

 

備考 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第１５（第１１条関係） 

 

年  月  日 

 

（宛先）小 牧 市 長 

 

                 設置者 住所 

                     氏名         ㊞ 

（          幼稚園） 

 

保育料等の減免措置方法報告書 

 

 このことについて、私立幼稚園就園奨励費及び私立幼稚園就園奨励費（第３

番目以降の児童）補助金に係る保育料の減免措置方法については、下記のとお

りです。 

 なお、減免対象人員及び補助金額については、事業計画書のとおりです。 

 

記 

 

減免措置方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。 



様式第１６（第１２条関係） 

 

年  月  日 

 

（宛先）小牧市長 

 

               設置者 住所 

                   氏名           ㊞  

                    （        幼稚園） 

 

幼稚園就園奨励費補助金実績報告書 

 

 小牧市私立幼稚園就園奨励費補助金交付要綱第１２条の規定に基づき、報告

します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。 



幼稚園就園奨励費補助金実績報告書 

 園名（          幼稚園） 

 保育料等減免 

措置階層区分 

人数 

減免額

（円） 

 保育料等減免 

措置階層区分 

人数 

減免額

（円） 

 保育料等減免 

措置階層区分 

人数 

減免額

（円） 

第 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

子 

３ 
 
 

歳 
 
 

児 

生活保護世帯 

  

第 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

子 

３ 
 
 

歳 
 
 

児 

生活保護世帯 

 

(   ) 

 

(       ) 

第 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

３ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

子 

３ 
 
 

歳 
 
 

児 

生活保護世帯 

 

(   ) 

 

(       ) (   ) (       ) 

市民税非課税 

 

(   ) 

 

(       ) 

市民税非課税 

 

(   ) 

 

(       ) 

市民税非課税 

 

(   ) 

 

(       ) 

市民税所得割非課税 

 

(   ) 

 

(       ) 

市民税所得割非課税 

 

(   ) 

 

(       ) 

市民税所得割非課税 

 

(   ) 

 

(       ) 

〈Ⅲ〉 

  

〈Ⅲ〉 

 

(   ) 

 

(       ) 

〈Ⅲ〉 

 

(   ) 

 

(       ) (   ) (       ) 

（Ⅳ） 

  

（Ⅳ） 

 

(   ) 

 

(       ) 

（Ⅳ） 

 

(   ) 

 

(       ) (   ) (       ) 

上記以外 

 

(   ) 

 

(       ) 

上記以外 

 

(   ) 

 

(       ) 

上記以外 

 

(   ) 

 

(       ) 

小  計 

 

(   ) 

 

(       ) 

小  計 

 

(   ) 

 

(       ) 

小  計 

 

(   ) 

 

(       ) 

４ 
 
 

歳 
 
 

児 

生活保護世帯   
４ 

 
 

歳 
 
 

児 

生活保護世帯   
４ 

 
 

歳 
 
 

児 

生活保護世帯   

市民税非課税   市民税非課税   市民税非課税   

市 民税 所得 割非課税   市民税 所得 割非課税   市民税 所得 割非課税   

〈Ⅲ〉   〈Ⅲ〉   〈Ⅲ〉   

（Ⅳ）   （Ⅳ）   （Ⅳ）   

上記以外   上記以外   上記以外   

小  計   小  計   小  計   

５ 
 
 

歳 
 
 

児 

生活保護世帯   
５ 

 
 

歳 
 
 

児 

生活保護世帯   
５ 

 
 

歳 
 
 

児 

生活保護世帯   

市民税非課税   市民税非課税   市民税非課税   

市 民税 所得 割非課税   市民税 所得 割非課税   市民税 所得 割非課税   

〈Ⅲ〉   〈Ⅲ〉   〈Ⅲ〉   

（Ⅳ）   （Ⅳ）   （Ⅳ）   

上記以外   上記以外   上記以外   

小  計   小  計   小  計   

合     計   合     計   合     計   

 ※３歳児については、（  ）内に満３歳児の内訳を記入してください。 

  

 

 

 

 

 

様式第１６その２（第１２条関係） 

 

備考 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。 

 



様式第１７（第１２条関係） 

 

年  月  日  

 

（宛先）小牧市長 

 

   設置者 住所 

     

   氏名         ㊞ 

     

   （        幼稚園） 

 

小牧市幼稚園就園奨励費（第３番目以降の児童）補助金実績報告書 

 

  小牧市私立幼稚園就園奨励費（第３番目以降の児童）補助金交付要綱第１２条の規定に 

 基づき、別紙のとおり報告します。 

 

記 

 

区分 

対象経費 

A 

就園奨励費補助額 

B 

補助対象経費 

（A-B） 

第3番目以降の児 

童の就園奨励費補 

助金交付決定額 

減免額 

３歳児 

 

（   ） 

 

（    ） 

 

（    ） 

 

（    ） 

 

（   ） 

４歳児 

     

５歳児 

     

（注）３歳児については、満３歳児の内訳を（ ）内に記入してください。 

 

 

 

 

備考 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。



様式第１８（第１３条関係） 

 

幼稚園就園奨励費補助金交付請求書 

 

年  月  日 

 

（宛先）小牧市長 

 

設置者  住所 

氏名           ㊞ 

（          幼稚園） 

 

 年  月  日付け      第    号で額の確定を受けた補助金について、

次のとおり請求します。 

 

 

１ 請求金額    金              円 

 

 

２ 振 込 先 

 

 （１）金融機関名            銀行          支店 

 

 

 （２）科   目     普  通 ・ 当  座 

 

 

 （３）口座番号                           

 

 

    フリガナ                           

 （４） 

    口座名義人                           

 

 

 

 

 

 

 

備考 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。 

 



様式第１９（第１３条関係） 

 

幼稚園就園奨励費（第３番目以降の児童）補助金交付請求書 

 

年  月  日 

 

（宛先）小牧市長 

 

設置者  住所 

氏名           ㊞ 

（          幼稚園） 

 

       年  月  日付け      第    号で額の確定を受けた補助金について、

次のとおり請求します。 

 

 

１ 請求金額    金              円 

 

 

２ 振 込 先 

 

 （１）金融機関名            銀行          支店 

 

 

 （２）科   目     普  通 ・ 当  座 

 

 

 （３）口座番号                           

 

 

    フリガナ                           

 （４） 

    口座名義人                           

 

 

 

 

 

 

備考 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。 

 

 



様式第２０（第１４条関係） 

 

 

保育料等の減免確認書 

 

 

保護者氏名           ㊞ 

 

 

園児         に係る入園料、保育料について         円の減免を受け 

 

たことを確認します。 

 

 

年  月  日 

 

 

（宛先）           幼稚園 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。 


